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公共施設等総合管理計画 個別方針編（案）の市民説明会の開催報告 

 

①開催概要 

高野口会場 

日 時 Ｈ28 年 10 月 23 日（日） 午前 10 時 00 分～午前 11 時 20 分 

場 所 高野口地区公民館 １階 研修室１・２ 

参加人数 39 名 

橋本会場 

日 時 Ｈ28 年 10 月 23 日（日） 午後２時 00 分～午後３時 30 分 

場 所 教育文化会館 ３階 第１研修室 

参加人数 37 名 

 

②質疑まとめ 

分類 主な質問 主な回答 

施設の「移譲」

のイメージ 

・「移譲」を行うと、施設の維持・管

理や処分に関してどのようなこと

は変わるのか。 

・｢移譲｣とは、建物の名義を市から地

元（自治会）へ変更することである。 

・土地は市の所有のままとする。 

・修繕や更新、処分に関しては市の補

助金を活用しながら、各自治会で行

ってもらうことになる。 

・登記するためには、法人格を取得す

る必要がある。財政面や区長が交代

する度に登記のし直しの必要性な

どから、法人格の取得は難しいよう

に感じる。 

・具体的なことについては、今後、担

当課と地元で協議していくことに

なる。 

・集会所について移譲する前に、耐震

化等については市で行ってもらえ

るのか。 

・多くある公共施設の中で、一定規模

以上の施設や不特定多数の人が利

用する施設等を優先的に耐震化し

てきたことから、現時点で、集会所

は耐震化を完了していない。 

・旧橋本市には各自治会で所有する集

会所も多数あり、市が所有する集会

所だけを耐震化するということに

ついて議論もあるため、集会所の耐

震化についてはまだ方針が出てい

ないので耐震化の予定はない。 

・移譲を断ることもできるのか。 

・区長会において、地元が移譲を断っ

た場合は施設を取り壊して更地に

するということを聞いたが、それは

乱暴ではないか。 

・強制的に移譲することは出来ないた

め、協議が不成立となることも考え

られる。 

・平成 36 年を目標に地元と協議を行

っていくが、移譲が不成立の場合す

ぐに取り壊すということではなく、

次の10年間での方針を考えていく。 

・移譲した地区と移譲しなかった地区

での整合は図っていく必要がある。 
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分類 主な質問 主な回答 

施設の「廃止」

のイメージ 

・元向島保育園は現在、市の許可を得

て区で使用しているが、その部分に

ついても｢廃止｣となるのか。 

・災害住宅は 10 年以上経ち、居住者

の所有物となっている部分もある

が、「廃止」となった場合はどうな

るのか。 

・「廃止」を行うのは市が所有・管理

している部分だけである。 

・高野口浄水場が｢廃止｣となっている

が、そうなると高野口の住民は水が

飲めなくなってしまうのではない

か。 

・浄水場については、橋本との送水管

が繋がり、施設が必要なくなった時

点での廃止である。繋がらない限り

は、施設を廃止することはない。 

施設の「統合」

の イ メ ー ジ

（市営住宅） 

・市営住宅における｢統合｣のイメージ

を教えて欲しい。 

・１つの団地の中での棟の統合のこと

である。 

・１つの団地内での｢統合｣となれば、

その土地での建替えなども考えて

いるのか、空いている部屋を活用し

ていくような形なのか。 

・団地についての方針はまだ決まって

いない。 

施
設

の
管

理
方

針
の

決
定

 

全体 

・過去の委員会議事録を見ると、施設

の管理方針の決定にあたり、集会所

等について、地元への意見聴取を今

後していくといった趣旨のことも

書かれているが、そのような意見聴

取を受けた覚えはない。 

・意見聴取としては、集会所について

は行っていない。 

・文化施設やスポーツレクリエーショ

ン施設等の公共性の高い施設につ

いてはアンケート調査を実施した。 

・この地域にはお年寄が多く、施設が

集約化されてしまうと、距離が遠く

なり、施設利用ができなくなってし

まう。同じ集会所であっても、それ

ぞれに性格がある。安心安全のまち

づくりをうたっているのであれば、

そこまで目配りをして欲しい。 

・比較的大きな施設を対象にアンケー

トを行った。ご指摘頂いたように地

域の実情等に配慮しきれなかった

点についてはお詫び申し上げる。 

・市民系の施設等は、旧橋本市と比較

すると、高野口地区は、施設数は多

いが、面積は小さい。このような現

状の中で、今後、さらに高野口地区

内の減らすという方針をたててい

るというのは、高野口地区を縮小し

てくような意図が感じられる。 

・高野口地区の文化施設を縮小させて

いく意図はない。 

・例えば、給食センターについては、

施設の総面積を減らしていくこと

を目的に、オークワに隣接する市有

の土地に移転する予定である。財源

についても、統合により総延床面積

を減らすと財政的にも非常に有利

という考えからこのような方針を

たてている。 

個別 

・紀見北中と紀見東中が統合するとい

う噂を聞いたことがあるが、今日の

資料では｢保持｣となっているが、統

合はないと考えてよいか。 

・Ｈ36 までは統合の予定はないと、教

育委員会からも聞いている。 
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分類 主な質問 主な回答 

施設の削減目

標の設定 

・目標では、人口一人当りの施設延床

面積だけでなく、多核的に検討して

いく必要があるのではないか。区の

数等についても考慮していく必要

があるのではないか。 

・区の数等についても考慮していく必

要はあるとは思うが、税収は生産年

齢人口の数に大きく左右される。ま

た、交付税についても人口対して出

されるのなど“人口”が大きな要因

となると考え、このような検討を行

ったものである。 

施設の削減目

標の達成に向

けて 

・各施設の｢統合｣や｢移譲｣について

は、優先順位をつけているのか。 

・目標設定の根拠となる人口推計は最

悪のケースで考えていると思うが、

この見込みよりも人口減少が抑え

られた場合には、廃止や移譲が必要

なくなる施設も出てくると思う。そ

の場合のためにも、優先順位が必要

ではないか。 

・順位は特につけていない。｢移譲｣の

施設については、来年度以降、担当

課が個別に説明・協議に伺う予定で

ある。 

・国から交付の地方交付税は、人口に

対して交付されるものであり、国勢

調査の結果によると５年間で約

2,700 人減少しているという結果を

受け、今年度から３億円減らされる

ことが決まっている。そのため、公

共施設については、このようなこと

を前提に統廃合等を検討していく

ことが重要になると考える。 

・目標達成に向けて施設類型ごとにど

のような方針のもと取組みを進め

ていくのか。 

・本日は提示していないが、基本方針

編の中で施設類型ごとの方針を示

している。 

計画による効

果 

・今後 10 年間で 13.9％の公共施設の

延床面積の縮減を行うことで、財政

面でどれだけの効果が得られると

予測しているのか。 

・13.9％の施設の縮減を実行すること

で、10 年間で約 56億円、1 年間で

5.6億円程度の削減効果を見込んで

いる。 

計画策定の流

れ・今後の計

画の進め方 

・計画は市民に報告をして、策定とな

るのか。 

・本計画については議決を行う必要は

ないが、議会においても随時報告を

行っている。今回の住民説明会以降

については、市長決裁や議会報告を

経て（案）がとれることになる。 

・今日示している施設の方針は、決定

事項なのか。 

・この計画はあくまで市の方針であ

り、今後、例えば集会所であれば、

担当課が自治会に伺い協議を重ね

て決めていくことになる。 
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分類 主な質問 主な回答 

そ
の

他
 

計画の策

定意義 

・この公共施設等総合管理計画を策定

しないと、地方交付税が減額される

等のペナルティがあるのか。 

・地方交付税等に関するペナルティ等

は特にない。 

・この計画を策定することで、公共施

設の廃統合による適正化を行う際

に、優遇措置を受けることができ

る。 

使用して

いない施

設の管理 

・応其こども園で一元化され、老朽化

した伏原保育園は雑草が多く生え

た状態になっている。施設自体はこ

ども課が管理し、道路に関しては都

市整備課が管理しているというこ

とであれば、早急に対応しなけれ

ば、廃止した場合の方が、余計に費

用がかかることになってしまうの

ではないか。 

・基本的には廃園した箇所については

売却する方針としているが、具体的

には今後検討を行い、対応してい

く。 

・西部公民館の分館は｢保持｣となって

いるが、現在、全然使われておらず

雑草も多く生えている。管理、パト

ロールを徹底して欲しい。 

・施設の適切な管理については、部長

連絡調整会議等においても議題と

していきたいと考える。 

人口減少

への対策 

・公共施設を現在の規模で維持してい

くためにも、人口の減少への対策が

必要となると思うが、何か考えてい

れば教えて欲しい。 

・企業誘致に力を入れており、33社と

新たに操業の協定を結んでおり、そ

のうち 23社程度について既に操業

し、地元の雇用創出に繋がってい

る。若い世帯を呼び込むために、子

育て支援や医療費助成等について

も充実を図っている。 

 

 

 

 

 

 

 

▲高野口会場                     ▲橋本会場 


